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三井住友信託銀行 年金信託部 

 

【厚生年金基金】 

平成２７年度の自主解散型加算金利率、清算型加算金利率 

及び清算未了特定基金型加算金利率 
 

    本日（平成２７年４月３０日）、厚生労働省告示第２６１号、２６２号、２６３号により、

平成２７年度の自主解散型加算金利率、清算型加算金利率及び清算未了特定基金型加算金利率

が、いずれも０．３７％であることが告示されました。 

当該利率は、「解散をした年度(*)における国債の利回りを勘案して厚生労働大臣が定める率」

と定められており、毎年４月に発行される１０年国債の応募者利回り（ただし、当該利率が前

年度１年間における１０年国債の応募者利回りの平均を上回る場合には、当該平均の利率）と

されています。(*)清算未了特定基金型加算金利率は納付計画の承認を受けた年度。以下同じ。 

＜各利率の概要＞ 

利率の種類 概要 

自主解散型加算金利率 
自主解散型基金が納付猶予の特例措置（分割納付）を適用する場合の加算

金（利息）の算出に用いる利率 

清算型加算金利率 清算型基金が分割納付を適用する場合の加算金の算出に用いる利率 

清算未了特定基金型加算金利率 

平成２６年４月改正法の施行日前に承認を受け分割納付中の基金が、法施

行後１年以内に改めて納付計画の承認申請を行った場合における、承認以

降の分割納付の加算金の算出に用いる利率 

なお、各利率は解散をした年度に応じて利率が固定されます（当年度までの利率は下表のとおり）。 

解散をした年度 平成 26 年度 平成 27 年度

利率（年） 0.63％ 0.37％ 

（参考） 

・厚生労働省告示第２６１号（自主解散型加算金利率） 

厚生労働省告示第２６２号（清算型加算金利率） 

厚生労働省告示第２６３号（清算未了特定基金型加算金利率） 

http://www.smtb.jp/business/pension/pamail/pen-news/20150430kokuji.pdf 
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本資料の内容に関して疑問に思われる点、ご不明な点等がございましたら、弊社営業担当店部等にご照会下さいますようお願い申し上げま

す。本メールまたはファックスが、万一誤ってご登録先以外の方に着信した場合には、お手数ですが次の担当部署までご連絡下さいます様

お願い申し上げます。 〔担当部署〕三井住友信託銀行株式会社 年金信託部  〔電話番号〕03-6256-3595 

（参考）解散計画提出先が分割納付を適用する場合の最低責任準備金算定方法 

解散計画を提出した基金が分割納付により解散する場合、解散計画の適用開始日の属する月

から解散認可日の翌日が属する月の前月まで、「解散計画適用開始日における不足相当額（※）」

に付利する利率を自主解散型加算金利率とすることができます。 

（※）平成２４年度末日以降解散計画の適用開始日の属する事業年度の前事業年度末までの各事業年度末に

おける代行割れ相当額のうち、最も小さい額 

年金資産
相当額

最

低

責

任

準

備

金

代行割れ
相当額

解散計画開始 解散認可 納付計画開始 納付計画終了

本体利回り 無利子 国債利回り本体利回り

国債利回り

最低責任準備金のうち、
代行割れ相当額
に付利する利率

最低責任準備金のうち、
代行割れ相当額以外の部分
に付利する利率

本体利回り 無利子 (国債利回り)本体利回り

以下で詳細説明

年金資産の国庫納付

１.平成25年3月末
（平成24年度末）

２.平成26年3月末
（平成25年度末）

１～ Ｎの時点の代行割れ相当

額のうち、最も小さい額が

「解散計画適用開始日における
不足相当額」

Ｎ.計画の適用開始日が属
する年度の前年度末 平成27年4月1日→平成27年3月末（平成26年度末）

平成28年4月1日→平成28年3月末（平成27年度末）

計画適用開始月から解散認可前月
まで、自主解散型加算金利率で付
利することができる。

適用開始日

年金資産
相当額

最

低

責

任

準

備

金

（※

）

代行割れ
相当額

年金資産
相当額

最

低

責

任

準

備

金

（※

）

代行割れ
相当額

年金資産
相当額

最

低

責

任

準

備

金

（※

）

代行割れ
相当額

この額に対して・・・

（※）最低責任準備金は期ずれ解消前後および代行給付費の算定方法（7号・みなし7号・年齢別3段階係数・0.875）等によって計算される複数の

最低責任準備金の選択肢から選択したもの。

なお、納付額の特例による最低責任準備金（減額責任準備金相当額）は使用不可。

以上 

 


